




















る。本研究では 2009 年 4 月 6 日に発生したラクイラ地震を事例として応急期、仮設期、そして
恒久住宅期と変化する住環境に対して政府がいかなる対策を取り、被災者の支援を行ってきた
かを明らかにすることを目的とした。









2011 年 3 月 11 日、未曾有の大災害となった東
日本大震災から既に 8 年が経った。日本ではその
後も 2016 年に熊本地震が発生し、2018 年は大阪


























建支援法に関する調査を全国 47 都道府県と 20 政





















































































































発生年 地震名 マグニチュード 死者
1905 カラブリア地震 7.2 2500
1908 メッシーナ地震 7.1 75,000
1915 アブルッツォ地震 7.0 29,980
1930 イルピーニア地震 6.4 1,883
1968 ベリーチェ地震 6.4 370
（EM-DAT では 224 人）
1976 フリウリ地震 6.9 922
1980 イルピーニア地震 6.9 4,689
1997 ウンブリア・マルケ地震 5.7‒6.1 14
2002 モリーゼ地震 5.7 29
（EM-DAT では 30 人）
2009 ラクイラ地震 6.3 309
（EM-DAT では 295 人）
2012 エミリア・ロマーニャ地震 6.1 27
2016 アマトリーチェ地震 6.2 296




















アにおける災害対策の枠組みとなる 1992 年 2 月
24 日法律第 225 号「災害防護国民サービス設置法
（以下 1992 年法）」
4）





























































場合は 2009 年 4 月 6 日から2010 年 1 月 31 日、
2012 年エミリア・ロマーニャ州地震は 5 月 20 日
から7 月 1 日、アマトリーチェ地震の場合は 2016
年 8 月 24 日から翌年 4 月 10 日までとなっている。
2012 年に 1992 年法が改正され、緊急事態は最大
60 日と限定され、また災害防護庁の役割は災害
予防および、緊急期の対応のみと限定されること













2009 年 4 月 6 日午前 3 時 32 分にマグニチュー
ド 6 .3 の地震が発生し、309 名の命が奪われ、
1,500 名の負傷者がでた。また多くの負傷者およ
び歴史的建造物が倒壊し、ラクイラ市のみならず
周辺 56 市（コムーネ）が被害を受けた（図 2）。
その結果 6 万 7500 人が家屋を失い、最低でも 3 万
家屋が被害を受けた（Alexander	2010）。その被
害額は約 100 億ユーロ（約 1 兆 2600 億円 /2019 年

















































地震発生から 3 週間後の 4 月 28 日に「2009 年
4 月アブルッツォ州の地震による被害を受けた
人々のため、および災害防護のための緊急措置」



















CASE 住宅に設置された 4,896 台の免震装置の内
200 台の免震装置に欠陥があることが明らかにな
り、構造的な不備があることがわかった。これに
よって公務員 2 名と企業側 1 名の担当者が起訴さ
れる事態に発展した。
2009 年 9 月 26 日に始まった工事は 2010 年 2 月







1926 年 12 月 9 日 緊急法律勅令第 2389 号「地震災害およびそのほかの自然災害における即時救援活動に関する規則」
1970 年 12 月 8 日 法律第 996 号「被災人民の救援・救助、災害防護に関する規定」
1992 年 2 月 24 日 法律第 225 号「災害防護国民サービス設置法」
1998 年 3 月 31 日 委任立法第 112 号「バッサニーニ法」
2009 年 4 月 6 日 ラクイラ地震発生、緊急事態宣言発令
2009 年 4 月 28 日 緊急法律命令第 39 号「2009 年 4 月アブルッツォ州の地震による被害を受けた人々のため、および
災害防護のための緊急措置」（2009 年法律第 77 号に転換）
2009 年 6 月 6 日 緊急首相府令 3779（軽被害住居修繕等に関する方針）
2009 年 7 月 9 日 緊急首相府令 3790（重被害住居修繕等に関する方針）
2009 年 8 月 15 日 緊急首相府令 3803（FINTECNA 等に関する方針）
2009 年 11 月 27 日 緊急首相府令 3827（FINTECNA 等に関する方針）
2010 年 6 月 11 日 緊急首相府令 3881（重被害住居建て直し等に関する方針）
2012 年 8 月 7 日 法律第 134 号「国家の成長のための緊急対策法」（USRA 及び USRC の設置）























































令または法律において、2009 年から 2047 年までの
予算として計上された額は174 億 7610 万ユーロ（約
2 兆 2019 億 8860 万円）になる。災害発生後最初に
制定されたのが 2009 年の緊急法律命令第 39 号（後
の 2009 年法律 77 号）であり、2009 年から 2032 年
までに総額 100 億 1239 万ユーロ（約 1 兆 2615 億
6114 万円）が予算として計上され、2009 年から






8 億 2600 万ユーロ（1040 億 7600 万円）であった。
これは道路の復旧の 2 億ユーロ（252 億円）や、鉄





80 億 1600 万ユーロ（1 兆 100 億 1600 万円）が割
り当てられている（Struttura	di	missione	per	 il	
coordinamento	dei	processi	di	 riconstruzione	e	
sviluppo	 dei	 territory	 colpiti	 dal	 sisma	 2009,	

























ている者）に対しては ID と CU 部分に対する修













2010 年 3 月から 2013 年 9 月に集中している（Di	
Ludovico	et .al .	2017b）。
2009 年から 2013 年まで上記の被害住宅の修理
申請のために以下のような機関が緊急首相府令








て Filiera と呼ぶ。2009 年 8 月から 2013 年 3 月ま
で活動を実施。以下表 5 のとおり、63 自治体
11）
から
1 万 9716 通の申請書が提出され、1 万 9336 件が受
理された。これによって以下のとおり歴史的中心
地区外の B または C ランクの軽被害の住居修理の
ために 5 億 3435 万 9872 ユーロ（約 673 億 2934 万
円）が使用され、歴史的中心地区外 E ランクの住
居補修または再建に 16 億 441 万 5532 ユーロ（約
2021 億 5635 万円）が拠出された（表 6 および表 7）。



























出所： （Di Ludovico et al., 2017a）を基に筆者作成






2009 年 12 月 34 0 940,492.17
2010 年 1 月 2,019 21 65,740,003.67
2010 年 2 月 4,080 43 142,536,797.89
2010 年 3 月 5,957 63 246,860,149.31
2010 年 5 月 6,782 72 305,103,562.19
2010 年 6 月 7,933 84 398,031,913.50
2010 年 7 月 8,175 87 425,448,022,51
2010 年 9 月 8,467 90 452,717,028.51
2011 年 3 月 8,806 93 482,756,140.19
2011 年 6 月 8,967 95 501,343,472.94
2011 年 9 月 9,048 96 509,215,730.00
2012 年 6 月 9,211 98 528,788,649.11
2012 年 9 月 9,234 98 531,004,202.30
2013 年 3 月 9,247 98 532,259,802.15
2013 年 9 月 9,281 98 534,359,872.31







2009 年 9 月 0 0 ─
2010 年 3 月 10 0 2,520,526.28
2010 年 9 月 172 2 16,189,933.57
2011 年 3 月 710 8 74,602,611.15
2011 年 9 月 1,325 16 231,255,976.98
2012 年 3 月 2,777 33 589,179,155.70
2012 年 9 月 4,595 54 1,158,283,609.94
2013 年 3 月 4,937 58 1,289,102,591.53
2013 年 9 月 6,257 74 1,604,415,532.45




Cratere ／以下 USRC）が設立された。USRC はラ
クイラ市を除いた 56 市の歴史的中心地区の復興を





















2019 年 7 月 16 日時点で 55 億 8325 万 3986 ユーロ
（約 7034 億 9000 万円）が住宅再建のための資金と
して被災者に届けられたことを報告している
（USRA	2019）。両機関合わせると、74 億 4109 万






























U .S .1 は 1,422,322 .08 ユーロ（約 1 億 7921 万 2584















sisma	 2009,	 sviluppo	 nell’area	 di	Taranto	 e	
Autorita	di	gestione	del	POin）が 2014 年 6 月 1 日
の首相府令（Decreto	del	Presidente	del	Consiglio	
dei	Ministri	/DPCM）によって発足した。USRA
および USRC は予算の使用状況について 2 カ月ご
とに、モニタリング報告を機構に提出しなければ
ならない。この機構は暫定的な機構であり、2019














































災害防護庁による FINTECNA-ReLUIS-CINEAS らの機関 USRC/USRA
政策的裏づけ 2009 年 4 月 28 日
法律第 39 号
2009 年 12 月緊急政令
第 195 号
2012 年 8 月 7 日
法律第 134 号

























































年 7 月現在までに総額 74 億 4109 万ユーロ（約







































e	 l’assistenza	 alle	 popolazioni	 colpite	 da	 calamità,	
Protezione	civile .”
4）	 Legge	del	 24	 febbraio	 1992,	 n .225,	 “Istituzione	del	
Servizio	nazionale	della	protezione	civile .”
5）	 DECRETO	LEGISLATIVO	 2	 gennaio	 2018,	 n .	 1	
“Codice	della	protezione	civile .”
6）	 イタリア国家統計機構によればラクイラ市の登録人口
は 2009 年 12 月 31 日時点では 7 万 2696 人であり、2016





委員会のホームページに掲載されている OPCM は 2009
年 4 月 6 日から 2012 年 3 月 23 日までの間に 70 令があ
る。これらには法律同等の効力はもたない。
8）	 Legge	n .	77	del	24	giugno	2009:	conversione	del	dl	n .	
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It can be said that the reconstruction of the homes of the affected people 
is a minimum factor in aiming at disaster recovery based on the principle of 
“human centered reconstruction.”
However, in view of the current situation in which many affected people 
living in Japan still face the barriers to housing reconstruction, the government 
of Japan's support for housing reconstruction is still not sufficient.
In Italy, on the other hand, the government has taken a policy of supporting 
the full rebuilding of housing.
The purpose of this study was to clarify how the government has taken 
measures and supported the affected people of the L'Aquila Earthquake on 
April 6, 2009, in response to the emergency, temporary, and permanent housing 
periods. As a result, nearly 1 trillion yen over a decade has been poured into 
support for the reconstruction of permanent housing, and it continues to this 
day.
Reconstruction support began from residents who were assessed minor 
damage outside of the historical center, and to the people who received 
serious damaged outside of the historical center from 2009 to 2013, and then 
the support continued to minor damage and severe damage buildings in the 
historic area.
On the other hand, the study was also find out that “human centered 
reconstruction” would not be achieved only by housing support, the reconstruction 
caused the dismantling of communities due to the inconvenience of temporary 
housing locations and the lack of civic participation in the reconstruction process.
Keywords:
Italy, L’Aquila Earthquake, housing reconstruction, human centered 
reconstruction
Yoko Saito
A Study of Italy’s Housing Reconstruction 
Support Policy after the 2009 L’Aquila 
Earthquake
